
 

 

平成 23 年５月 27 日 

総務省行政評価局 
 

「配偶者からの暴力の防止等に関する政策評価」の結果に基づく勧告に伴う 

政策への反映状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 
 

【勧告先】内閣府、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省 

【勧告日】平成 21 年５月 26 日、【回答日】平成 21 年 11 月 16 日～11 月 26 日 

【２回目の回答日】平成 23 年５月６日～５月 12 日 
 

１ 評価概要 

  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための政策について、総体としてどの程度効果を

上げているかなどの総合的な観点から評価を実施し、その結果に基づき、下記２①、②等につい

て勧告 

  この勧告に対し、１回目のフォローアップ以降関係６府省がどのような政策への反映を講じた

か、その結果を公表するもの 
 

２ 主な勧告事項及び関係府省が講じた政策への反映状況 

 ① 通報及び相談の効果的な実施の推進 

 

 

 

 
 

 ② 被害者の保護及び自立支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 その他、子どもの就学、住民基本台帳の閲覧等の制限、関係機関の連携の推進等について勧告 

 

 ※ 政策評価の要旨及び評価書は、総務省ホームページに掲載しています。 

回答 

平成 23 年２月から、全都道府県・市町村を対象とし

て、相談の受付体制、窓口開設状況等に関する調査を

実施。今後、同調査の結果を踏まえ、都道府県・市町

村における相談対応の強化を促進していく予定 

勧告事項 

配偶者からの暴力に関する通報及び相

談件数の動向を的確に把握するため、市

町村等が受け付けた相談件数についても

把握に努めること（内閣府） 

勧告事項 

１ 被害者の就業促進施策の効果を測定

する指標を設定し、定期的にその実績

を把握すること（厚生労働省） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 被害者の公営住宅への優先入居等の

措置を講じていない都道府県等に対

し、住宅事情等を勘案しつつ、当該措

置を導入するよう要請すること（国土

交通省） 

回答 

１ ＤＶ被害者に対する就業支援の状況について、平

成 21 年度以降、厚生労働本省に定期的に報告。その

実績は下表のとおり 

 表 ＤＶ被害者に対する支援実績 

区 分 21 年度下半期 22 年度上半期

新規求職件数 328 件 351 件

就職件数 133 件 123 件
公共職業訓練受講
あっせん件数 28 件 30 件
基金訓練受講勧奨
通知書交付件数 22 件 42 件

(注)「基金訓練」は、雇用保険を受給できない離職者（受給
終了者を含む。）に対して、専修・各種学校、教育訓練
企業などが、中央職業能力開発協会により計画の認定を
受けて行う職業訓練（平成 21 年創設） 

 

２ 引き続き、都道府県等に対して要請を実施。その

結果、下表のとおり、優先入居等が増加 

表 ＤＶ被害者の公営住宅への優先入居等の実施 
  状況（都道府県、政令市） 

区 分 平成 20 年 21 年 22 年 

優先入居 380 戸 428 戸 507 戸

単身入居 72 戸 104 戸 98 戸

目的外使用 10 戸 110 戸 143 戸
(注)20 年と 22 年は 12 月１日現在、21 年は 11 月１日現在 

別添 
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配偶者からの暴力の防止等に関する政策評価結果に基づく勧告に伴う政策への反映状況 

 

テ ー マ 名 
配偶者からの暴力の防止等に関する政策評価結果（総合性確保評価） 

（平成 21 年５月 26 日勧告） 

関係行政機関 

内 閣 府（回答：平成 21 年 11 月 25 日、その後：23 年５月 10 日） 

総 務 省（回答：平成 21 年 11 月 16 日、その後：23 年５月６日） 

法 務 省（回答：平成 21 年 11 月 26 日、その後：23 年５月 11 日） 

文部科学省（回答：平成 21 年 11 月 16 日、その後：23 年５月 10 日） 

厚生労働省（回答：平成 21 年 11 月 26 日、その後：23 年５月 12 日） 

国土交通省（回答：平成 21 年 11 月 24 日、その後：23 年５月 11 日） 

 

 政策の評価の観点及び結果 

○ 評価の観点 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する政策について、関係行政機関の各種施

策が総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から評価 

 

○ 評価の結果 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成 13年法律第 31号。以下「法」

という。）の制定以降、国、地方公共団体等における配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に係る体制の整備が進み、配偶者からの暴力に関する認知度・理解度の上昇とこれまで

潜在していた被害の顕在化等により相談件数や保護件数等が増加していること、また、都道

府県における被害者の相談、保護、自立支援、関係機関の連携等に係る工夫した取組と成果

がみられるなど、法の制定による一定の効果が発現していると考えられる。 

しかしながら、以下のような問題・課題が認められ、その解消が必要となっている。 

 

１ 配偶者からの暴力の発見者による通報と被害者からの相談 

通報を促進するための広報啓発や医療関係者への研修について、法制定以降未実施の都

道府県や、医療関係者への研修を未実施の都道府県がある。 

電話相談の受付時間について、休日や夜間に拡大し相談件数の増加に結び付けている配

偶者暴力相談支援センター(以下｢支援センター｣という｡)がある一方で、調査した 46 支援

センターのうち 21 支援センターでは特段の延長等は未実施となっている。 

支援センターが受け付けた通報件数や相談件数について、内閣府への報告が的確に行わ

れていない例がある。 

政策効果を測定するための基礎的指標である被害者からの相談件数について、国は市町

村等の相談件数を把握していない。他方、独自に市町村の相談件数を把握している都道府

県があり、これらの都道府県では市町村の相談件数は支援センターより多い。また、平成

19 年７月の法改正により、基本計画の策定や支援センター機能の発揮等が市町村の努力義

務とされるなど、市町村の役割が増大していることを勘案すれば、市町村等の相談件数の

把握が課題となっている。 

 

 ２ 被害者の保護 

   速やかな一時保護を求めて婦人相談所を訪れた被害者に対し、福祉事務所を経由してい

ないとして、まず福祉事務所に行くよう要請しているなど、被害者の一時保護を速やかに

行う観点から疑問のある事例がみられる。 

 



- 2 - 

 ３ 被害者の自立支援 

  (1) 就業の促進 

    就業の促進施策の効果を把握するために必要な公共職業安定所等における被害者の

就業支援実績を示すデータが整備されていない。また、離婚が成立していない被害者へ

の就業支援を行うために必要な管内市町村の担当部局の把握や市町村との連絡・打合せ

が十分行われていない公共職業安定所がある。 

  (2) 住宅の確保 

    被害者の公営住宅への優先入居等について、当該措置を全く講じていない事業主体

や、その一部しか実施していない事業主体がある。また、被害者の公営住宅への入居状

況（平成 18 年度）は、申込件数 323 件に対し入居件数 46 件で、入居率は 14％と低い状

況となっている。 

  (3) 同居する子どもの就学 

    住民票を異動していない被害者の子どもの就学について、教育委員会により実施手続

が異なっており、中には、異なる手続があることを承知していない教育委員会もある。

また、当該就学の際に提出を求めている書類が教育委員会で区々となっている。 

    被害者の子どもの転校先や居住地等の情報の管理について、学校に対する指導・助言

を行っていない教育委員会がある。また、被害者の子どもの就学に係る関係機関との連

絡、協議等を行う際の情報管理方法は、教育委員会で区々となっている。 

  (4) 住民基本台帳の閲覧等の制限 

    住民基本台帳の閲覧等の制限に係る支援の必要性の確認方法は、調査した市で区々と

なっており、中には、裁判所の保護命令決定書の写しだけでは足りないとしたり、市町

村等を意見聴取の対象機関から除外している市がある。また、選挙人名簿の抄本の閲覧

制限を行っていない市がある。 

 

 ４ 関係機関の連携 

支援センターを中心とした関係機関の協議会の中には、国や市町村の機関が参加してい

ないものや民間団体が参加していないものがある。また、国の機関では、法務局・地方法

務局以外の参加は少ない。 

   関係機関の連携マニュアルは、独自に作成又は内閣府等作成のマニュアルを活用してい

る都道府県がある一方で、未作成の都道府県がある。 

 

 ５ 関係施策のフォローアップ 

文部科学省の被害者と同居する子どもの就学支援及び総務省の住民基本台帳の閲覧等

の制限の支援に係る施策について、特段のフォローアップは行われておらず、地方公共団

体における実態も十分把握されていない。 
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勧告 政策への反映状況 

 

 

 

１ 通報及び相談の効果的な実施 

都道府県や市町村における通報及

び相談に係る広報啓発や関係者への

研修、支援センターの電話相談受付時

間拡大等の工夫事例を把握し、都道府

県や市町村に対しこれを情報提供す

る取組を継続するとともに、これらの

情報を踏まえた更なる効果的な実施

を図るよう要請すること。 

また、本政策の効果を測定するため

の基礎的な指標の一つである通報及

び相談件数の動向を的確に把握する

ため、支援センターや警察等が受け付

けた通報及び相談件数のみならず、市

町村等が受け付けた相談件数につい

ても把握するよう努めること。都道府

県に対しては、支援センターが受け付

けた通報及び相談の件数を的確に報

告するよう徹底すること。 

（内閣府）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→：回答 

⇒：その後 

 

→（内閣府） 

 配偶者暴力防止等に携わる地方公共団体や民間団

体の関係者を対象とした「配偶者からの暴力防止と

被害者支援に関する全国会議（ＤＶ全国会議）」を開

催し（平成 21 年 10 月開催）、都道府県や市町村にお

ける通報及び相談に係る先進的取組事例について情

報提供した。また、「配偶者からの暴力の防止等に関

する政策評価の結果に対する対応について」（平成 21

年６月８日付け府共第 225 号内閣府男女共同参画局

推進課長通知。以下「21 年６月８日付け課長通知」

という。）により、これらの情報を踏まえた効果的な

実施を図るよう都道府県等に要請した。 

 市町村等における相談の受付状況、関係機関との

連携状況等に関する調査を、平成 22 年度に実施する

こととしている。 

 相談件数等の報告については、21年６月８日付け

課長通知により、「各都道府県の配偶者暴力相談支援

センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談

件数報告について」（平成21年２月９日付け事務連

絡。別紙２ 配偶者暴力相談支援センターにおける相

談件数等調査票記載要領）に基づき引き続き的確な

報告を徹底するよう、都道府県に周知した。 

(注)ＤＶは、｢Domestic Violence｣の略。以下同じ。

 

⇒（内閣府） 

 平成 22 年度においても、配偶者暴力防止等に携わ

る地方公共団体や民間団体の関係者を対象とした

「配偶者からの暴力防止と被害者支援に関する全国

会議(ＤＶ全国会議)」を開催し(平成22年９月開催)、

都道府県や市町村における通報及び相談に係る先進

的取組事例について情報提供した。 

また、「第３次男女共同参画基本計画」（平成 22 年

12 月 17 日閣議決定）において、相談窓口の周知や相

談体制の充実等を盛り込んだところであり、今後、

同計画に基づき取組を推進していく予定である。 

市町村等における相談の受付状況等に関する調査

の実施については、平成 22 年度予算で認められ、23

年２月から、全都道府県・市町村を対象として、相

談の受付体制、窓口開設状況等に関する調査を実施

しているところであり、今後、同調査の結果を踏ま

え、都道府県・市町村における相談対応の強化を促

進していく予定である。 
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勧告 政策への反映状況 

 

 

 

２ 被害者の一時保護機能の充実 

法により婦人相談所が行うことと

されている被害者の一時保護につい

て、その取組を更に充実させるととも

に、一時保護の申請は原則として福祉

事務所を経由することとしている都

道府県に対し、被害者の緊急度等を十

分勘案し、必要な場合は福祉事務所を

経由していない場合でも適切に受け

入れるよう徹底すること。 

（厚生労働省）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 被害者の自立支援の充実 

(1) 就業の促進 

公共職業安定所等における被害

者の就業支援施策の効果を測定す

る指標を設定し、定期的にその実

績を把握すること。 

また、離婚が成立していない被

害者を母子家庭の母等に対する就

業支援の対象とする措置の円滑な

実施と利用の促進を図るため、公

共職業安定所に対し、管内市町村

の担当部局を的確に把握し、当該

措置の趣旨・内容を周知・徹底す

るとともに、情報交換を密にする

など連携して業務を実施するよう

 都道府県における相談件数等の報告については、

引き続き的確な報告を徹底するよう求めている。 

 

→（厚生労働省） 

 ＤＶ被害者の一時保護については、これまで一時

保護委託費の充実、同伴児童のケアを行う指導員の

配置、夜間警備体制の強化などの取組によりその機

能強化・充実を図ってきており、引き続き取組を進

めていく。 

都道府県における一時保護の申請の受付と決定の

柔軟かつ弾力的な実施、被害者の状況に応じた適切

な一時保護の実施等について、都道府県主管部局あ

て通知（「配偶者からの暴力の被害者の一時保護機能

の充実について（通知）」（平成21年11月25日付け雇

児福発1125第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

家庭福祉課長通知））を発出したところである。 

 

⇒（厚生労働省） 

 都道府県の婦人保護事業担当者を対象とした「全

国婦人相談所長及び婦人保護主管係長研究協議会」

（平成22年９月開催）等の会議において、一時保護

の申請の受付と決定の柔軟かつ弾力的な実施、被害

者の状況に応じた適切な一時保護の実施等について

依頼した。 

また、婦人相談所一時保護所における心理療法担

当職員及び同伴児童への対応などを行う指導員の配

置や夜間警備体制の強化などの取組を推進し、引き

続き、被害者の保護等の支援体制の充実に努めてい

る。 

 

 

→（厚生労働省） 

 勧告を踏まえ、都道府県労働局に対し、「配偶者か

らの暴力被害者に対する就労支援の強化について」

（平成21年10月５日付け職首発1005第１号・能能発

第1005第１号厚生労働省職業安定局首席職業指導

官・職業能力開発局能力開発課長連名通知。以下「21

年10月５日付け連名通知」という。）により、以下の

事項を指示した。 

・ 公共職業安定所において、求職者本人からの申

出又は市町村が発行する「配偶者からの暴力被害

者に対する母子及び寡婦福祉法第６条第１項第３

号に該当する旨の証明書」によりＤＶ被害者であ

ることが判明した場合は、当該求職者に係る就労

支援の状況（就職件数、公共職業訓練あっせん件
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勧告 政策への反映状況 

指示すること。 

（厚生労働省）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 住宅の確保 

都道府県等における被害者の公

営住宅への優先入居等の実施状況

を把握する際に、併せて、制度の

広報や入居率の向上等に資する工

夫事例を把握し、都道府県等に対

しこれを情報提供すること。 

また、公営住宅への優先入居等

の措置を講じていない都道府県等

に対し、住宅事情や公営住宅スト

ックの状況等を勘案しつつ、当該

数等）を厚生労働本省に定期的に報告すること。 

・ 都道府県労働局及び公共職業安定所は、管内の

地方自治体との会議等の場において、ＤＶ被害者

である求職者に対する支援措置について、周知を

行うこと。 

・ 公共職業安定所においては、管内の市町村の担

当部局を把握し、必要な連携が図られるように努

めること。 

 

⇒（厚生労働省） 

 公共職業安定所において、ＤＶ被害者である求職

者に対し、個々の状態に応じたきめ細かな職業相

談・職業紹介等を実施している。 

ＤＶ被害者に対する就業支援の状況については、

平成21年度以降、厚生労働本省に定期的に報告する

こととしており、その実績は下表のとおりである。 
 

表 ＤＶ被害者に対する支援実績 

区 分 
平成21年度
下半期 

22年度 
上半期 

新規求職件数 328件 351件

就職件数 133件 123件

公共職業訓練受講あっせん
件数 28件 30件

基金訓練受講勧奨通知書交
付件数 22件 42件

(注) 「基金訓練」は、雇用保険を受給できない離職者（受給
終了者を含む。）に対して、専修・各種学校、教育訓練企業、
NPO法人、社会福祉法人、事業主などが、中央職業能力開発
協会により訓練実施計画の認定を受けて行う職業訓練（平
成21年創設） 

 

また、労働局及び公共職業安定所は、関係機関の

連絡協議会等の場において、公共職業安定所におけ

る支援措置について周知するとともに、関係機関と

必要な連携を図っている。 

 

→（国土交通省） 

 今回の政策評価の結果も踏まえ、今後も公営住宅

への優先入居等の実態や工夫事例の把握に努めつ

つ、都道府県等に対する適切な情報提供を行うとと

もに、優先入居等の措置を導入していない都道府県

等に対して、導入の要請を続けることにより、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護・自立支援の

充実に向けた取組を進めていく。 

都道府県等に対する要請文書を平成21年11月２日

付けで発出した（「配偶者からの暴力被害者の公営住

宅への入居について」（平成21年11月２日付け国住備
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措置を導入するよう要請するこ

と。 

（国土交通省）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 子どもの就学 

教育委員会に対し、被害者の子

どもが円滑に就学できるよう、住

民票を異動していない被害者の子

どもの就学には二つの手続があ

り、地域の実情等に応じ選択でき

ることを周知するとともに、申請

時の添付書類は必要最小限のもの

とするよう助言すること。 
また、教育委員会及び学校に対

し、被害者の子どもの転校先や居

住地等の情報を厳重に管理するよ

う周知・徹底すること。特に、区

域外就学を認める際に必要とされ

る転出元の教育委員会との協議、

指導要録の学校間の授受及び学齢

簿に記載した旨の転出元の教育委

第93号国土交通省住宅局住宅総合整備課長通知））。 

 また、平成21年11月１日時点での都道府県等の取

組状況について調査を行い、22年１月に都道府県等

に対し、工夫事例等の情報を含めた当該調査結果の

提供を行った。 

 

⇒（国土交通省） 

 評価結果を踏まえ、今後も公営住宅への優先入居

等の実態や工夫事例の把握に努めつつ、都道府県等

に対する適切な情報提供を行うとともに、優先入居

等の措置を導入していない都道府県等に対して、導

入の要請を続けることにより、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護・自立支援の充実に向けた取

組を更に進めていく。 

 都道府県及び政令市におけるＤＶ被害者の公営住

宅への優先入居等の実施状況は、下表のとおりであ

り、優先入居及び目的外使用が増加している。 

 

表 ＤＶ被害者の公営住宅への優先入居等の実施 

状況（都道府県、政令市） 

区分 平成20年 21年 22年 

優先入居 380戸 428戸 507戸

単身入居 72戸 104戸 98戸

目的外使用 10戸 110戸 143戸

 (注) 平成20年と22年は12月１日現在、21年は11月１日
現在である。 

 

→（文部科学省） 

 都道府県教育委員会等に対し、「配偶者からの暴力

の被害者の子どもの就学について」（平成21年７月13

日付け21生参学第７号文部科学省生涯学習政策局男

女共同参画学習課長・初等中等教育局初等中等教育

企画課長連名通知）により、以下の事項等について

通知した。 

・ 被害者の子どもの就学には二つの手続があり、

個々の事情に応じて選択できること。 

・ 住民票の存する市町村外の学校へ就学する際の

必要書類は必要最小限のものとすること。 

・ 被害者の子どもの転学先や居住地等の情報につ

いては厳重に管理すること。 

また、同通知において、区域外就学を認める際に

必要とされる転出元の教育委員会との協議、指導要

録の学校間の授受及び学齢簿に記載した旨の転出元

の教育委員会への通知に関する情報制限の工夫事例



- 7 - 

勧告 政策への反映状況 

員会への通知に関する情報制限に

ついて、教育委員会における工夫

事例を情報提供すること。 

（文部科学省）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 住民基本台帳の閲覧等の制限 

住民基本台帳の閲覧等の制限の

申出者に対する支援措置の必要性

を確認する際は、被害者の負担を

軽減する観点から、意見聴取する

関係機関を警察等に限定しない等

を市町村に徹底すること。 

また、住民基本台帳からの情報

を基に事務処理を行う部局におけ

る被害者情報の管理に係る工夫事

例を把握し、市町村に対し、これ

を情報提供するとともに、住民基

本台帳担当部局と連携し更なる被

害者情報の厳重な管理を行うよう

助言すること。選挙人名簿の抄本

の閲覧制限を行っていない市町村

に対しては速やかに行うよう助言

すること。 

や配慮事項について情報提供した。 

併せて、全国市町村教育委員会連合会総会（平成

21年５月開催）等、市町村教育長を対象とする会議

において、資料「ＤＶ（配偶者からの暴力）被害者

の子どもの就学について」及び「特別な事情による

転学時における指導要録の取扱いについて」を配付

した。 

 

⇒（文部科学省） 

 被害者の子どもの就学については、平成22年８月

に、全市町村教育委員会を対象とした実態把握を実

施したところであり、その際、「配偶者からの暴力の

被害者の子どもの就学について」（平成21年７月13日

付け通知）の内容を再度周知した。 

また、「平成22年度都道府県・指定都市教育委員会管

理・指導事務主管部課長会議」（平成22年９月開催）に

おいて、以下の事項について説明を行うとともに、所管

の学校や域内の市町村教育委員会に対する指導の徹底

を図るよう指導・助言を行った。 

・ 被害者の子どもの就学には、二つの手続があり、個々

の事情に応じて選択できること。 

・ 手続に必要な書類については、被害者の子どもが

円滑に就学できるよう、必要最低限のものとするこ

と。 

・ 被害者の子どもの転学先や居住地等の情報について

は厳重に管理すること。 

 

→（総務省） 

 「ドメスティック・バイオレンス及びストーカー

行為等の被害者の保護のための住民基本台帳事務に

おける支援措置に関する取扱いについて」（平成21年

５月27日付け総行市第110号総務省自治行政局市町

村課長通知）により、勧告の内容を踏まえ、支援措

置に関する事務処理の状況等を再点検し、支援措置

について定めた省令及び事務処理要領等に基づき適

切に対応するよう、都道府県を通じて市町村に対し

助言等を行うとともに、住民基本台帳からの情報を

基に事務処理を行う部局における被害者情報の管理

に係る工夫事例について情報提供した。 

選挙人名簿の抄本の閲覧制限については、「ドメス

ティック・バイオレンス及びストーカー行為等の被

害者に係る選挙人名簿の抄本の閲覧に関する取扱い

の周知徹底について」（平成21年５月26日付け総行選

第29号総務省自治行政局選挙部選挙課長通知）を発

出し、都道府県選挙管理委員会を通じて市町村選挙
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（総務省）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 関係機関の連携の推進 

支援センターを中心とした関係機

関の連絡協議会の構成については、都

道府県の関係機関だけでなく、国、市

町村、民間団体の関係機関が参加した

ものとなるよう都道府県に対し助言

すること。 

（内閣府）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該連絡協議会への参加機関が少

ない国の機関（地方支分部局）につい

ては、引き続き地域の実情等を踏ま

え、参加を検討するよう指示するこ

と。 

（厚生労働省）

 

 

 

 

管理委員会に対して、被害者に係る選挙人名簿の抄

本の閲覧に関する取扱いの周知徹底を図るよう助言

した。 

 

⇒（総務省） 

 住民基本台帳の閲覧等の制限の申出者に対する支

援措置の必要性の確認、被害者情報の管理及び選挙

人名簿の抄本の閲覧制限については、平成21年５月

27日付け市町村課長通知、同月26日付け選挙課長通

知等に基づき適切に実施するよう、都道府県を通じ

て市町村に対し助言しているところであり、今後、

引き続き周知・徹底を図っていくこととしている。 

 

 

→（内閣府） 

 被害者の保護のための関係機関の連絡協議会の構

成については、「配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策に関する基本的な方針」(注)の

第２「９関係機関の連携協力等」により望ましい在

り方を提示しているところであるが、さらに、21 年

６月８日付け課長通知により、都道府県の関係機関

だけでなく、地域の実情に応じて、国、市町村、関

係機関及び民間団体の関係機関が参加したものとな

るよう努めるよう周知した。 

(注) 平成20年１月11日付け内閣府、国家公安委員会、

法務省、厚生労働省告示第１号 

 

⇒（内閣府） 

 平成 23 年２月から、全都道府県・市町村を対象と

して、関係機関の連絡協議会や意見交換・情報共有

の場への官民の関係機関の参加状況について調査を

実施しており、今後、同調査の結果を踏まえ、地域

の実情に応じた関係機関の連携を促進していく予定

である。 

 

→（厚生労働省） 

 勧告を踏まえ、都道府県労働局に対し、21年10月

５日付け連名通知により、都道府県又は市町村の配

偶者暴力相談支援センター等が関係機関の連絡協議

会を開催する際には、都道府県労働局及び公共職業

安定所は、積極的に参加し、公共職業安定所におけ

る支援措置について周知に努めるよう指示した。 

 

⇒（厚生労働省） 

 労働局及び公共職業安定所は、都道府県又は市町
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また、既に当該指示を行っている場

合には、必要に応じ指示の徹底を図る

こと。 

（法務省）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、関係機関の連携マニュアルの

作成や被害者の支援手続の一元化等、

都道府県等における関係機関の連携

に係る工夫事例を把握し、都道府県等

に情報提供する取組を継続すること。

（内閣府）

 

 

村の配偶者暴力相談支援センター等が開催する関係

機関の連絡協議会に参加し、公共職業安定所におけ

る支援措置について周知しており、平成21年10月か

ら22年９月までの間には、20道県において連絡協議

会に参加している。 

 

→（法務省） 

 全国の検察庁あてに、「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法律に基づく「基本方針」

の徹底について」（平成21年８月４日付け事務連絡）

を発出し、関係機関の連絡協議会に職員を派遣する

など適切な対応をするよう指示の徹底を図った。 

入国管理局では、地方入国管理官署に対し、「地方

自治体が主催する配偶者暴力（ＤＶ）対策を目的と

した連絡協議会等への積極的参加について」（平成21

年３月５日付け事務連絡）をもって連絡協議会等へ

の積極的参加を指示しているところであるが、同事

務連絡を発出した後は、法務省で開催した会議（平

成21年５月開催）等において、各地方入国管理局・

支局の配偶者暴力事案に係る統括者に対し、当該指

示の徹底を図っている。 

 

⇒（法務省） 

 検察庁については、平成 21 年８月に発出した事務

連絡に基づき、引き続き指示の徹底を図っていると

ころであり、22 年度においては、23 年３月に実施し

た「新任決裁官セミナー」及び「新任支部長検事セ

ミナー」において、指示の徹底を図った。 

入国管理局については、平成21年３月に発出した

事務連絡について、会議等において、各地方入国管

理局・支局の配偶者暴力事案に係る統括者に対し指

示の徹底を図るとともに、業務の中核となる職員を

対象とした「人身取引対策及びＤＶ事案に係る事務

従事者研修」（平成23年２月実施）や「人権研修」（平

成22年７月実施）において、連絡協議会等への積極

的な参加について指示の徹底を図っている。 
 

→（内閣府） 

 21 年６月８日付け課長通知により、関係機関の連

携に係る好事例を踏まえた効果的な実施を図るよう

要請した。その上で、配偶者暴力防止等に携わる地

方公共団体や民間団体の関係者を対象とした「配偶

者からの暴力防止と被害者支援に関する全国会議

（ＤＶ全国会議）」を開催し（平成 21 年 10 月開催）、

都道府県や市町村における関係機関の連携に係る先
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５ フォローアップの実施 

基本方針で示された被害者と同居

する子どもの就学支援及び住民基本

台帳の閲覧等の制限に係る施策の実

施状況について、定期的にフォローア

ップすること。 

（文部科学省、総務省）

 

進的取組事例について情報提供したところである。

さらに、同会議の報告書を、平成 22 年３月に全地方

公共団体に配布した。 

 

⇒（内閣府） 

 平成22年度においても、配偶者暴力防止等に携わ

る地方公共団体や民間団体の関係者を対象とした

「配偶者からの暴力防止と被害者支援に関する全国

会議（ＤＶ全国会議）」を開催し（平成22年９月開催）、

官官・官民連携に係る先進的取組事例について情報

提供するとともに、同会議の報告書を、23年１月に

全地方公共団体に配布した。 

また、平成 23 年２月から、全都道府県・市町村を

対象として、関係機関の連携マニュアルの作成や支

援手続の一元化等、関係機関の連携状況について調

査を実施しており、今後、同調査により把握した先

進的取組事例及び好事例について地方公共団体等に

情報提供し、関係機関の連携を推進していく予定で

ある。 

さらに、「第３次男女共同参画基本計画」（平成 22

年 12 月 17 日閣議決定）において、関係機関・民間

団体等との連携協力やワンストップ・サービス構築

の推進等を盛り込んだところであり、今後、同計画

に基づき取組を推進していく予定である。 

 

 

→（文部科学省） 

 基本方針で示された被害者と同居する子どもの就

学支援に係る施策の実施状況について、実態把握を

行う予定である。 

 

⇒（文部科学省） 

  「配偶者からの暴力の被害者と同居する子どもの

就学に関する実態把握について」（平成22年8月25日

付け事務連絡）により、全市町村教育委員会を対象

に実態把握を行い、その結果を都道府県教育委員会

等に対して送付するとともに、所管の学校や域内の市

町村教育委員会に対する指導の徹底を図るよう指導を

行った。 

 今後も、定期的な実態把握と情報提供の在り方に

ついて検討を進めてまいりたい。 

 

→（総務省） 

 基本方針で示された住民基本台帳の閲覧等の制限

に係る施策の実施状況について、「ドメスティック・



- 11 - 

勧告 政策への反映状況 

バイオレンス及びストーカー行為等の被害者の保護

のための住民基本台帳事務における支援措置対象者

数について（依頼）」（平成21年４月17日付け事務連

絡）により取りまとめを実施した。 

施策の実施状況の把握については、今後とも、定

期的に実施する予定である。 

 

⇒（総務省） 

 基本方針で示された住民基本台帳の閲覧等の制限

に係る施策の実施状況については、前回の回答以降

も、平成22年１月18日付け事務連絡及び23年２月２

日付け事務連絡により、取りまとめを実施したとこ

ろである。 

今後とも、定期的に実施する予定である。 

 


